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平成30年6月28日 

 

平成30年度 独立行政法人国立印刷局調達等合理化計画 

 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年５月25

日総務大臣決定）に基づき、独立行政法人国立印刷局（以下「国立印刷局」という。）

は、事務・事業の特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、

自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組むため、平成30年度独立行政法人国

立印刷局調達等合理化計画を以下のとおり定める。 

 

１．調達の現状と要因の分析 

 

(1) 国立印刷局における平成29年度の契約状況は、表１のように、契約件数は739

件、契約金額は23,546百万円であり、競争性のある契約は612件（82.8％）、

16,580百万円（70.4％）、競争性のない随意契約は127件（17.2％）、6,966百万円

（29.6％）となっている。 

   平成28年度と比較して、競争性のある契約の件数が56件減少している（件数△

56件、△8.4％）。これは主に、工事契約の減少や平成28年度に複数年契約とし

た案件が多かったためである。 

なお、競争性のない随意契約の金額が減少している（金額で△2,343百万円、

△25.2％）主な要因は、表１－２のとおり銀行券等製造設備関係の費用が減少

（△2,791百万円）したことによるものである。 

 

表１ 平成 29 年度の国立印刷局の調達全体像               

 (単位：件、百万円) 

 
平成 28 年度 平成 29 年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
(79.7%) 

626 
(63.1%) 
16,575 

(76.6%) 
566 

(68.3%) 
16,072 

(△9.6%) 
△60 

(△3.0%) 
△503 

企画競争・公募 
( 5.3%) 

42 
( 1.5%) 

401 
( 6.2%) 

46 
( 2.1%) 

508 
(9.5%) 

4 
(26.7%) 

107 

競争性のある契
約(小計) 

(85.0%) 
668 

(64.6%) 
16,976 

(82.8%) 
612 

(70.4%) 
16,580 

(△8.4%) 
△56 

(△2.3%) 
△396 

競争性のない随
意契約 

(15.0%) 
118 

(35.4%) 
9,309 

(17.2%) 
127 

(29.6%) 
6,966 

(7.6%) 
9 

(△25.2%) 
△2,343 

合 計 
( 100%) 

786 
( 100%) 
26,285 

( 100%) 
739 

( 100%) 
23,546 

(△6.0%) 
△47 

(△10.4%) 
△2,739 

（注1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注2） 比較増△減の（ ）書きは、平成29年度の対28年度伸率である。 
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表１-２ 偽造防止技術の秘密等を理由とした銀行券等製造設備関係 

     (単位：百万円) 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

10,606 344 2,685 4,272 1,481 

（注） 計数は、それぞれ四捨五入している。 

 

(2) 国立印刷局は、経済活動・国民生活の基盤である日本銀行券、法令等の公布

及び政府情報の公的伝達の手段である官報、日本政府が国民の国籍と身分を

保証する公的な証明書である旅券等、極めて公共性の高い製品を製造する役割

を担っており、その契約は、原材料の購入、生産設備の購入・保守・修理等といっ

た製品の製造に係る契約（以下「製造関係契約」という。）とその他の契約に大別

することができる。 

平成29年度における「製造関係契約」及び「その他の契約」の調達実績は、表１

－３のように、「製造関係契約」は587件（79.4％）、21,979百万円（93.3％）となって

おり、契約件数、契約金額ともに調達実績の大宗を占めている。 

 

表１－３ 「製造関係契約」及び「その他の契約」の調達実績       

（単位：件、百万円） 

区 分 
平成 28 年度 平成 29 年度 

件数 金額 件数 金額 

製造関係契約 
(77.2%) 

607 
(90.1%) 
23,690 

(79.4%) 
587 

(93.3%) 
21,979 

その他の契約 
(22.8%) 

179 
( 9.9%) 
2,594 

(20.6%) 
152 

(6.7%) 
1,566 

合  計 
( 100%) 

786 
( 100%) 
26,285 

( 100%) 
739 

( 100%) 
23,546 

（注） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

 

 (3)  （2）の「製造関係契約」のうち契約金額の割合が大きい契約分類は、表

１－４のように、アバカパルプ等の原材料を購入した「原材料等購入契約」

が、5,885百万円（26.8％）、日本銀行券等を製造するための生産設備を購

入した「生産設備購入・保守・修理等契約」が、4,987百万円（22.7％）、

官報システム設計・開発及び保守運用支援作業を契約した「システム構築・

保守等契約」が、3,953百万円（18.0％）、小田原工場蒸気供給設備及び東

京・王子工場変電設備保守点検作業等を契約した「建物設備保守等契約」が、

3,639百万円（16.5％）となっており、これら４分類の契約の合計で、415

件（70.7％）、18,464百万円（84.0％）となり、製造関係契約の大宗を占め

ている。 
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表１－４ 製造関係契約のうち、契約金額の割合が大きい契約分類別の調達実績 

                   （単位：件、百万円） 

契 約 分 類 件  数 金  額 

原材料等購入 120(20.4%) 5,885(26.8%) 

生産設備購入・保守・修理等 197(33.6%)    4,987(22.7%)  

システム構築・保守等 10( 1.7%)   3,953(18.0%) 

建物設備保守等 88(15.0%) 3,639(16.5%) 

小    計 415(70.7%) 18,464(84.0%) 

そ の 他 172(29.3%) 3,515(16.0%) 

合    計 587( 100%) 21,979( 100%) 

（注1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注2） その他は、電気・水道、廃棄物処理などがある。 

 

(4) 国立印刷局における平成29年度の一者応札・応募の状況は、表２のように、契

約件数は113件（19.1％）、契約金額は6,973百万円（43.4％）となっている。 

平成28年度と比較して、一者応札・応募による契約状況は、件数は減少してい

るものの、金額は増加となっている（件数は、42件、27.1％の減少、金額は、21百

万円、0.3％の増加）。件数の減少については、契約件数全体が減少しており、主

に複数年契約が10件減少したこと、工事請負契約が9件減少したことによるもので

ある。一方、金額が増加している要因としては、「官報システム設計・開発及び保

守運用支援作業（2,084百万円）」、「統合予算・決算書システム設計・開発及び保

守運用支援作業（1,699百万円）」等、高額な契約案件があったためである。 

 

表２ 平成 29 年度の国立印刷局の一者応札・応募状況         

 (単位：件、百万円) 

 平成 28 年度 平成 29 年度 比較増△減 

２者以上 
件数   491(76.0%) 479(80.9%) △12(△ 2.4%) 

金額 9,797(58.5%) 9,080(56.6%) △717(△ 7.3%) 

１者以下 
件数    155(24.0%)    113(19.1%)   △42(△27.1%) 

金額  6,952(41.5%)  6,973(43.4%) 21(   0.3%) 

合 計 
件数  646( 100%)  592( 100%)  △54(△ 8.4%) 

金額  16,748( 100%)  16,053( 100%) △695(△ 4.1%) 

（注1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注2） 合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 

（注3） 比較増△減の（ ）書きは、平成29年度の対28年度伸率である。 

（注4） 不落・不調による随意契約は計上していない。 
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(5) 平成29年度における「製造関係契約」及び「その他の契約」の一者応札・応募

状況は、表２－２のように、「製造関係契約」は95件（84.1％）、6,569百万円

（94.2％）となり、契約件数、契約金額ともに一者応札・応募の大宗を占めている。 

また、「その他の契約」については、保守点検等の役務契約において、作業人

員の確保が困難との理由から、入札参加を見送った者がおり、一者応札となって

いるものがある。 

 

表２－２ 「製造関係契約」及び「その他の契約」の一者応札・応募状況  

（単位：件、百万円） 

区  分 件  数 金  額 

製造関係契約 95(84.1％) 6,569(94.2％) 

その他の契約 18(15.9％) 404( 5.8％) 

合   計 113( 100％) 6,973( 100％) 

（注） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

 

(6) （5）の「製造関係契約」のうち契約金額の割合が大きい契約分類は、表２－３の

ように、官報システム設計・開発・保守運用支援作業及び統合予算・決算書シス

テム設計・開発・保守運用支援作業を契約した「システム構築・保守等契約」が、

3,811百万円（58.0％）、小田原工場蒸気供給設備及び東京・王子工場変電設備

保守点検作業等を契約した「建物設備保守等契約」が、1,551百万円（23.6％）、

インキ用原材料等を購入した「原材料等購入契約」が、499百万円（7.6％）、日本

銀行券等を製造するための生産設備等を購入した「生産設備購入・保守・修理等

契約」が、472百万円（7.2％）となっており、これら４分類の契約の合計で、80件

（84.2％）、6,333百万円（96.4％）となり、製造関係契約の大宗を占めている。 

  なお、一者応札・応募となった主な要因としては、日本銀行券を製造する

ための設備及び原材料等の購入において、国立印刷局の指定する特別な仕様

となっており、専門的な知識・技術を有する業者に限られ、かつ市場性も乏

しいこと、また、官報システム設計・開発等については、人員の確保が困難

なことを理由に他者の入札参加が見送られたこと、保守・修理等においては、

製造メーカー等でなければ対応や動作保証ができないこと等である。 
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表２－３ 製造関係契約のうち契約金額の割合が大きい一者応札・応募の契約分 

類別の状況 

                                               （単位：件、百万円） 

（注１） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注２） その他は、電気・ガス、廃棄物処理などがある。 

  

２．重点的に取り組む分野（【 】は評価指標） 

上記１．の現状分析及び平成 29 年度調達等合理化計画の取組実績を踏まえ、

引き続き製造関係契約の各分野及び製造関係契約以外の設備の保守等につい

て、それぞれの状況に即した調達の改善、事務処理の効率化及び経費の削減に

ついて取り組むこととする。 

 

 (1) 合理的な契約方式による調達（随意契約） 

    契約監視委員会において、随意契約への移行を審議され、認められた以

下の調達 

  ① 原材料等の購入 

技術審査の合格者が一者のみの原材料等であって、契約計画時点で、技

術審査合格者が複数者となる見込みが確実にない原材料等の調達につい

ては、独立行政法人国立印刷局購買等契約細則（平成 19 年細則第 10 号。

以下「購買等契約細則」という。）第 22 条第 1項第 2号を適用し、随意契

約とする。 

（参考）購買等契約細則第22条第1項第2号 

二 銀行券の製造に係る機器その他の特別な仕様を指定して発注する必

要がある特殊な機器や資材であって、製造業者等が一に限定されるもの

を当該業者等との間で直接請負又は購入に係る契約を締結する場合 

② 生産設備の購入 

  銀行券の製造に係る機器その他の特別な仕様を指定して発注する必要

がある特殊な機器について、製造業者等が一に限定されるものを当該業者

等から直接購入する場合は、購買等契約細則第 22 条第 1 項第 2 号を適用

し、随意契約とする。 

契 約 分 類 件  数 金  額 

システム構築・保守等 4( 4.2%) 3,811(58.0%) 

建物設備保守等 17(17.9%） 1,551(23.6%) 

原材料等購入 18(18.9%) 499( 7.6%) 

生産設備購入・保守・修理等 41(43.2%)  472( 7.2%) 

小   計 80(84.2%) 6,333(96.4%) 

そ の 他 15(15.8%) 235( 3.6%) 

合      計 95(100%)  6,568( 100%)  
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③ 生産設備の保守・修理等 

  特別な仕様を指定して発注する必要がある特殊な機器であって、当該機

器の製造者その他の特定の者でなければ、修理、改造又は保守点検等をす

ることができない場合は、購買等契約細則第22条第1項第3号を適用し、

随意契約とする。 

（参考）購買等契約細則第 22 条第 1項第 3号 

三 前号に掲げる機器であって、当該機器の製造者その他の特定の者でな

ければ、修理、改造若しくは保守点検等をすることができない場合又は

部品等の納入をすることができない場合 

    【調達する１契約当たりの経費の削減】 

 

 (2) 合理的な契約方式による調達（公募） 

① 原材料等の購入 

  技術審査を要しない原材料にあっても、市場性が乏しく、連続して一者

応札・応募が続き契約相手方が同一の者となっている場合には、購買等契

約細則第 24 条第 1 項を適用して公募を実施し、特定の一者しか履行し得

ないことを確認した場合は、随意契約に移行する。 

（参考）購買等契約細則第24条第1項 

第24条 契約の履行に必要な技術又は設備等を有する者が複数いるかを

確認する必要があるものについては、当該契約を履行することができる

ものを募るための手続を行うものとする 

  ② 生産設備の購入 

    製造業者等が一に限定されないものの、市場性が乏しいため、特定の

専門的な知識を有する者に限定される場合には、購買等契約細則第 24 条

第 1 項を適用して公募を実施し、特定の一者しか履行し得ないことを確

認した場合は、随意契約に移行する。 

  ③ 生産設備の保守・修理等 

    修理、改造又は保守点検等をすることができる者が一に限定されない

ものの、生産設備を製造したメーカー又は保守等を行う目的で分社化さ

れた者など、限定された者しか対応や動作保証ができないと考えられる

契約のうち、これまで連続して契約相手方が同一の者となっている場合

には、購買等契約細則第 24 条第 1項を適用して公募を実施し、特定の一

者しか履行し得ないことを確認した場合は、随意契約に移行する。 



7 

 

 

④ 生産設備以外の保守・修理等 

  これまで一者応札・応募に係る取組を実施しているにもかかわらず、一

者応札が解消されていないもののうち、限定された者しか対応や動作保証

ができないと考えられる契約のうち、これまで連続して契約相手方が同一

の者となっている場合には、購買等契約細則第 24 条第 1 項を適用して公

募を実施し、特定の一者しか履行し得ないことを確認した場合は、随意契

約に移行する。 

【調達する１契約当たりの経費の削減】 

 

  (3) 更なる合理的な契約方式への移行 

    更なる調達の合理化を図るため、随意契約への移行を予定する案件につ

いて、要件を整理した上で、契約監視委員会において随意契約移行可否の

審議を受けることとする。 

   【契約監視委員会における審議件数】 

 

(4) 技術審査の実施に関する情報の周知 

技術審査を実施している原材料等については、調達先を拡大する観点か

ら国立印刷局ホームページを通じて技術審査の実施に関する情報を恒常

的に公表するとともに、機会あるごとに関係業者に対して広く周知し、幅

広く技術審査への参加を促す。 

【新たに公表対象とする技術審査情報の公表 全件】 

【関係業者への周知状況】 

 

３．調達に関するガバナンスの徹底（【 】は評価指標） 

 

(1) 随意契約等に関する内部統制の確立 

新たに随意契約を締結することとなる案件については、国立印刷局に設置

する調達等合理化・契約検証委員会（総括責任者は財務部担当理事）に事前

に報告し、契約関係規程に定める「随意契約によることができる事由」との

整合性や、より競争性のある調達手続の実施の可否の観点から点検を受ける

こととする。また、理事長が定める独立行政法人国立印刷局契約監視委員会

規則（平成21年規則第23号。以下「契約監視委員会規則」という。）の基準

に該当する契約監視委員会において審議する事項についても、同様に点検を

受けることとする。 

なお、緊急に調達しないと国立印刷局の事務・事業に支障が生じる場合の

随意契約（通常、一般競争等により調達しているもの）については、事後的

に調達等合理化・契約検証委員会に報告する。 
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【調達等合理化・契約検証委員会による点検件数】  

① 新規の競争性のない随意契約の点検  

② 理事長が定める基準に該当する事項（対象とする案件） 

 

(2) 不祥事の発生の未然防止の取組 

① 国立印刷局では、契約事務において、不祥事は発生していないが、従前

から、契約事務に関する業務マニュアルを作成するとともに、契約担当職

員を対象とした研修を実施し、関係法令等の遵守意識を徹底する等不祥事

の発生の未然防止に取り組んでいる。 

平成30年度においては、新任の契約担当職員を対象に実務者研修を実施

するとともに、同対象者に電子入札システムの操作能力の向上を図ること

を目的とした、電子入札システムの研修を実施する。 

【実務者研修：2回】 

【電子入札システム操作研修：1回】 

 

② 契約事務フローの各プロセスに潜在する各リスクについて、平成27年度

に作成した「契約事務フロー点検実施結果」に基づき、現行のリスクマネ

ジメントが有効かつ効率的なものとなっているか確認し、継続的に改善し

ていく。 

【契約事務フロー点検実施結果の確認及び改善】 

 

４．その他の取組 

国立印刷局では、これまで調達改善のために各種取組を実施してきたところ

であるが、平成30年度においても、次に掲げる取組を継続して実施する。 

 

(1) 随意契約に係る取組 

① 随意契約理由等の厳格な審査 

随意契約とする案件については、その理由及び仕様内容を厳格に審査し、

競争性のある契約に移行できるよう努める。 

② 少額随意契約の見直し  

少額随意契約としていたもののうち、同様同種の案件については、仕様

書等の見直しを行い統合することにより競争入札に移行し、また、可能な

案件については、複数年契約とすることにより競争入札に移行し、透明性

を確保するとともに契約事務の効率化を促進する。 
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(2) 一者応札・応募に係る取組 

① 入札参加申込期間の十分な確保 

入札参加申込期間については、公示日の翌日から起算して申込期限の前

日までの期間とすることを前提に、原則として営業日で 10 日以上を確保

する。 

② 情報開示の取組 

イ ２．(4)に加え、追加的な情報開示も含め、契約の発注見通しなど、

適切な調達情報の開示を行っていくこととする。 

ロ 参入業者をできる限り多く確保するため、参入が予想される業者に広

くＰＲを行うなどに努める。 

③ 仕様書の見直し等 

イ 仕様書については、特定の事業者が有利にならないよう、機会の均等

に配慮し、公平性の高い合理的な仕様内容とする。 

ロ 入札参加資格について、履行実績や技術審査等の条件が新規事業者の

参入を不当に制限していないかチェックし、必要に応じて見直す。 

ハ 原材料等については、事業継続の観点から代替品に関する市場調査や

使用の可否の確認実験を実施する。 

④ 履行等準備期間の十分な確保 

履行する業務等の内容に応じ、落札決定日から業務の開始日又は初回の

納品日までに十分な期間を設けられるよう入札実施時期を設定する。 

⑤ 入札参加を取りやめた業者等に対する調査 

履行する業務等に関心を持ち入札説明を受けたが、入札への参加を取り

やめた業者等に対して、取りやめた理由や参加が可能な場合の条件等につ

いて調査し、その結果を可能な限り次回の入札に反映させる。 

⑥ 競争参加資格の拡大 

入札参加者をできる限り多く確保するため、競争参加資格等級について

は、原則として予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の１級上位

及び１級下位の資格等級を加えることとする。 

⑦ 電子入札システムの活用 

電子入札システムを活用し、遠隔地の入札参加希望者の利便性の向上を

図る。 

⑧ 発注単位の検討 

イ 発注単位及び発注コストを考慮した上で一括調達又は区分調達への

移行を検討する。 

ロ 初期導入コストとランニングコストをトータルで考慮し、一体で調達

するメリットがあるものについては、複数年契約とする。 
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５．自己評価の実施 

調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に

関する評価の一環として、年度終了後に実施し、自己評価結果を主務大臣に報

告し、主務大臣の評価を受ける。主務大臣による評価結果を踏まえ、その後の

調達等合理化計画の改定・策定等に反映させるものとする。 

 

６．推進体制 

 

(1) 推進体制 

本計画に定める各事項を着実に実施するため、財務部担当理事を総括責

任者とする調達等合理化・契約検証委員会により調達等合理化に取り組むも

のとする。 

総括責任者：財務部担当理事 

副総括責任者：財務部長 

メ ン バ ー：経営企画室長、監査室長、総務部長、管理部長、銀行券部長、 

官報部長、監事室長、各部次長、監査室グループリーダー、 

財務課長、契約課長及び財務部参事（契約担当） 

事 務 局：財務部契約課 

 

(2) 契約監視委員会の活用 

監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会は、当計画の策定及

び自己評価の際の点検を行うとともに、これに関連して、理事長が定める契

約監視委員会規則の基準に該当する個々の契約案件の事後点検を行い、その

審議概要を公表する。 

 

７．その他 

調達等合理化計画及び自己評価結果等については、国立印刷局のホームペー

ジにて公表するものとする。 

なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調

達等合理化計画の改定を行うものとする。 

 


